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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(1) 連結経営指標等 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第67期中及び第67期は希薄化効果を有する潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。また、第68期中、第69期中及び第68期は潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

  

回次 第67期中 第68期中 第69期中 第67期 第68期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 24,328 23,231 23,269 50,211 48,623

経常利益 (百万円) 965 658 894 2,609 2,214

中間(当期)純利益 (百万円) 547 533 170 1,257 1,003

純資産額 (百万円) 27,770 30,500 34,826 31,737 31,272

総資産額 (百万円) 65,472 67,710 74,828 70,230 67,239

１株当たり純資産額 (円) 557.47 611.83 723.52 637.93 628.72

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 10.92 10.71 3.46 23.37 18.39

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.4 45.0 46.5 45.2 46.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △29 △473 △611 2,471 1,873

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,251 22 △294 △1,399 △435

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △832 △513 △1,570 △1,354 △1,153

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 4,797 5,743 4,464 6,594 6,909

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(人) 
574 

〔1,330〕

536

〔1,331〕

540

〔1,239〕

546 

〔1,331〕

523

〔1,273〕



(2) 提出会社の経営指標等 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第67期中及び第67期は希薄化効果を有する潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。また、第68期中、第69期中及び第68期は潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

  

回次 第67期中 第68期中 第69期中 第67期 第68期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 16,138 15,241 15,403 33,667 31,275

経常利益 (百万円) 1,040 909 1,132 2,311 2,154

中間(当期)純利益 (百万円) 707 776 697 1,315 1,436

資本金 (百万円) 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

発行済株式総数 (千株) 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

純資産額 (百万円) 29,684 32,214 37,386 33,563 33,408

総資産額 (百万円) 54,649 57,018 64,899 60,105 57,359

１株当たり純資産額 (円) 595.88 646.21 776.71 675.56 672.58

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 14.13 15.60 14.16 25.35 27.87

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 12.50 12.50

自己資本比率 (％) 54.3 56.5 57.6 55.8 58.2

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(人) 
168 

〔82〕

152

〔97〕

148

〔112〕

156 

〔85〕

147

〔95〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでおります事業の内容について、重

要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 従業員数には、嘱託、出向社員、海外事業所における現地使用人を含んでおりません。 

３ 臨時従業員には、販売スタッフ、長期アルバイト・パート、デザイナー・パタンナー、契約社員等を含んでおります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 従業員数には、嘱託、出向社員、海外事業所における現地使用人を含んでおりません。 

３ 臨時従業員には、販売スタッフ、長期アルバイト・パート、デザイナー・パタンナー、契約社員等を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

ファッション関連事業 307〔1,022〕 

繊維関連事業 85〔   25〕 

生活関連事業 44〔 50〕 

不動産賃貸事業 9〔 1〕 

その他の事業 62〔 139〕 

全社(共通) 33〔 2〕 

合計 540〔1,239〕 

従業員数(人) 148〔112〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、原油価格の高騰など今後への不透明感はあるものの、中国や米国へ

の輸出の堅調な伸びなど外需に主導された設備投資の拡大基調に加え、企業業績の回復を背景として個人消費に改

善の動きが見られ、また、懸念されたＩＴ分野を中心とした在庫調整もほぼ終息したことなどにより、国内景気は

踊り場を脱し、緩やかな回復傾向で推移いたしました。 

しかしながら、繊維・アパレル業界におきましては、個人消費は雇用情勢や家計所得改善にともなう消費マイン

ドの好転によって持ち直しているとはいうものの、税や社会保障費の負担増などに対する不安感が依然として強

く、消費者の選別思考はさらに顕著となるなか、繊維衣料品消費におきましては、特に百貨店婦人服分野の売上高

の長期的な低落下傾向に歯止めをかけるまでには至らず、依然として厳しい市場環境で推移しました。 

こうしたなか、当社グループにおきましては、かねてより推進してまいりました高効率経営を実践することによ

り、企業価値の向上を目指してまいりました。 

ファッション関連事業におきましては、グループ各社ともに抜本的な構造改革を断行し、顧客指向に基づく商品

の提供を第一義とする諸施策に取り組んでまいりました。 

基幹ブランドの「ダックス」におきましては、ミラノコレクションにラグジュアリーラインを発表するなど、プ

レステージの更なる高揚を図るとともに、中国・北京のワールドトレードセンターに大型旗艦店をオープンさせる

など、世界規模でのブランドビジネスを展開しております。 

繊維関連事業におきましては、集約した取引先との取引の奥行きをより深めるため、カットソーのバリエーショ

ンを拡大するなど、商材の充実に注力するほか、海外の生産基地をはじめ、国内縫製工場の見直しを行うなど、Ｏ

ＥＭインフラの充実を図るとともに商圏の拡大にも注力いたしました。 

また、生活関連事業、不動産賃貸事業におきましても、経営資源の選択と集中をダイナミックに実行することに

より、高効率経営の実践に注力してまいりました。 

こうした結果、当中間連結会計期間の業績といたしましては、概ね期初予想を達成し、売上高は前年同期比０．

２％増の２３，２６９百万円、営業利益は前年同期比２３．７％増の７８２百万円、経常利益は前年同期比３５．

８％増の８９４百万円、中間純利益は前年同期比６８．１％減の１７０百万円となりました。 

  



事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① ファッション関連事業 

ファッションブランド商品の国内における企画、生産、販売におきましては、取扱ブランドのプレステージを

より一層高めるため、企画を充実し顧客本位の商品提供に努めるとともに、各ブランドのポジショニングを明確

にし、販売促進による店頭販売の活性化等に取り組んでまいりました。特に基幹ブランドである「ダックス」の

婦人服におきましては、トラベルフェアや母の日キャンペーンが功を奏し、百貨店店頭売上は前年を上回りまし

た。「レオナール」はやや苦戦したものの、「レオナールスポーツ」「ニコル・ミラー」「クリスチャン ラク

ロワ」は商品内容、売場の見直しなどにより、利益率が改善するなど、拡販に向けての足場固めを図ってまいり

ました。 

また、「ダックス」のアジア市場における販売におきましては、台湾、香港、中国市場では順調に売上を伸ば

し、北京のワールドトレードセンターに売場面積１９０平方メートルのダックスショップをオープンさせるなど

その拡大戦略を鋭意進めております。 

「ダックス」をはじめとするブランドライセンスビジネスにおきましては、サブライセンシー各社とともに、

商品のトータル展開の基盤強化に努めました結果、売上、利益ともに堅調に推移いたしました。 

一方、英国のダックス社におきましては、ダックスブランドの世界に向けての発信基地として、コレクション

のプレステージをより高めるため、ミラノコレクションにラグジュアリーラインを発表するなど、企画面での充

実を図ってまいりました。 

以上の結果、当事業全体の売上高は前年同期比１．７％増の１２，１８３百万円、営業利益は前年同期比１２

１．４％増の１８３百万円となりました。 

  

② 繊維関連事業 

当事業におきましては、テキスタイル等の生地の供給から製品の企画、販売に至るまでトータルな繊維事業を

展開しております。事業構造の変革により、他社との競合が激化する厳しい市場環境のなかで、当社は商社機能

をフルに発揮しアパレルメーカー向けＯＥＭ生産による製品ビジネスへの特化を指向いたしております。多様化

するマーケットに対応すべく、取引先を絞り込み、付加価値の高い差別化商品の重点的な取組の強化に努めてま

いりました。また、海外の生産基地をはじめ国内での縫製工場の見直しを行うなどＯＥＭ生産のインフラの整備

にも注力いたしました。個人消費の持ち直しやクールビズの効果等により、春夏物商品の一部にやや明るい動き

が見え始めたとはいえ、本格的な商況の回復には至らず総じて厳しい状況で推移いたしました。 

以上の結果、当事業全体の売上高は前年同期比１．６％減の７，５８７百万円となりましたが、営業利益は前

年同期比７．８％増の１７５百万円となりました。 

  



③ 生活関連事業 

当事業におきましては、リビング分野において「ダックス」「イヴ・ドローム」など、ブランドを軸とした高

品質、高付加価値商品の提供に努めてまいりました。主力商品である「ダックス」のタオル、寝装品の販売にお

きましては、リビング分野におけるダックスブランドの認知度の向上と、品質重視の商品企画に努めました結

果、売上高は前年を若干上回りました。また、フランスの高級リビングブランドである「イヴ・ドローム」の輸

入販売におきましても、全世界的に同ブランドが好調な売れ行きを示していることもあり、日本においても、売

場の構築を含め積極的な取組を行いました。 

ホームファッション分野におきましては、堅調な売上を示しておりましたリビング雑貨の売上がやや減速いた

しましたものの、パジャマなどのホームウエアのＯＥＭ生産によるメーカーへの卸売は、堅調に推移いたしまし

た。 

以上の結果、当事業全体の売上高は前年同期比１．３％増の２，９８７百万円、営業利益は前年同期比９９．

４％増の８３百万円となりました。 

  

④ 不動産賃貸事業 

当社グループの保有する不動産の有効活用を図るため、東京、大阪、それぞれのサンライズビルや神戸のスカ

イビルは賃貸オフィスや貸店舗、賃貸マンションのほかイベントホールとしても活用し、安定した収益事業とし

て確立しております。 

その他、横浜及び神戸に立地する保有不動産につきましても、さらなる有効活用を図るべく再開発計画を鋭意

進行中であります。 

その結果、当事業全体の売上高は前年同期比３．２％減の１，１４５百万円となりましたが、営業利益は前年

同期比６．６％増の４１７百万円となりました。 

  

⑤ その他の事業 

物流倉庫業、ビルメンテナンス業等のその他の事業につきましては、概ね安定した収益を確保いたしました

が、物流倉庫業での取扱高の減少もあり、当事業全体の売上高は前年同期比７．７％減の９７４百万円、営業利

益は前年同期比２０．９％減の９１百万円となりました。 

  

  (注) 上記の事業の種類別セグメントには合計１，６０９百万円のセグメント間の内部売上高又は振替高が含まれております。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は、投資有価証券の売却（前期売却、当期入金

分）による収入等があったものの、自己株式の取得及び長期借入金の返済による支出、季節的な要因等による売上

債権、たな卸資産の増加があったこと等により前連結会計年度末に比べ２，４４４百万円減少し、４，４６４百万

円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益が７７０百万円、

減価償却費が５１８百万円、仕入債務の増加が９１１百万円あったものの、売上債権の増加が１，４８０百万円、

たな卸資産の増加が１，０００百万円、法人税等の支払が１９９百万円あったこと等により６１１百万円のマイナ

ス（前年同期は４７３百万円のマイナス）となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入が３３３百

万円あったものの、有形固定資産の取得による支出が４９３百万円あったこと等により２９４百万円のマイナス

（前年同期は２２百万円のプラス）となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加額が６０９百万円あっ

たものの、長期借入金の返済（含む１年以内）が６３９百万円、配当金の支払が６１９百万円、自己株式の取得に

よる支出が９１２百万円あったこと等により１，５７０百万円のマイナス（前年同期は５１３百万円のマイナス）

となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

生産金額は僅少であるため記載を省略しております。 

  

(2) 受注実績 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、セグメント間の取引を含んでおります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

ファッション関連事業 12,183 1.7 

繊維関連事業 7,587 △1.6 

生活関連事業 2,987 1.3 

不動産賃貸事業 1,145 △3.2 

その他の事業 974 △7.7 

消去又は全社 △1,609 ― 

合計 23,269 0.2 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)の事業上及び財務上の対処すべき課題に重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

  当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更並びに重要な設備の計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。 

① 提出会社 

  

  

② 国内子会社 

重要な設備の新設等の計画はありません。 

  

事業所名 所在地 
事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容

投資金額(百万円)
資金調達
方法 

着手及び完了 

総額 既支払額 着手 完了 

大阪本社 
大阪市 
中央区 

全社 本社ビル 200 0 自己資金
平成17年 
10月 

平成18年
３月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 60,000,000 60,000,000

大阪証券取引所
(市場第一部) 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 60,000,000 60,000,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 60,000 ― 3,000 ― 6,044



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 当社は自己株式11,865千株(19.78％)を所有いたしております。 

２ 財団法人三木記念会は、当社の創業者である故三木瀧蔵氏が当社の株式等私財の一部を提供し、その果実をもっての「奨

学金の給付や学校教育に関する各種助成」を主な事業目的として昭和47年７月に設立されたものであります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

財団法人三木記念会 神戸市中央区江戸町101 7,640 12.73

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 3,371 5.62

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 2,471 4.12

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 2,250 3.75

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,094 3.49

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 2,000 3.33

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町２丁目１－１ 1,641 2.74

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27－２ 1,609 2.68

旭化成せんい株式会社 大阪市北区堂島浜１丁目２－６ 1,025 1.71

帝人株式会社 大阪市中央区南本町１丁目６－７ 1,000 1.67

計 ― 25,103 41.84



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。なお、議決権の

数からは除いております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 11,865,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 47,983,000 47,981 ― 

単元未満株式 普通株式 152,000 ― ― 

発行済株式総数 60,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 47,981 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
三共生興株式会社 

神戸市中央区江戸町 
101番地 

11,865,000 ― 11,865,000 19.78 

計 ― 11,865,000 ― 11,865,000 19.78 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 470 472 490 545 647 696 

最低(円) 447 442 452 481 533 590 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３号

のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３号のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金    5,743 4,464   6,909 

 ２ 受取手形 
   及び売掛金    11,562 11,597   10,110 

 ３ たな卸資産    5,954 6,005   4,999 

 ４ その他    1,264 1,097   1,563 

   貸倒引当金    △95 △85   △82 

    流動資産合計    24,429 36.1 23,080 30.8   23,501 35.0

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産 ※１        

  (1) 建物及び構築物   11,848   11,363 11,697   

  (2) その他   4,156 16,005 4,457 15,821 4,389 16,087 

 ２ 無形固定資産          

  (1) 商標権   5,907   5,726 5,668   

  (2) その他   60 5,968 145 5,871 54 5,722 

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券   19,669   28,786 20,596   

  (2) その他   2,616   2,192 2,251   

     貸倒引当金   △978 21,307 △923 30,055 △919 21,929 

    固定資産合計    43,280 63.9 51,748 69.2   43,738 65.0

    資産合計    67,710 100.0 74,828 100.0   67,239 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 支払手形 
   及び買掛金    7,514 8,109   7,194 

 ２ 短期借入金    15,002 15,151   14,527 

 ３ １年以内返済 
   長期借入金    691 695   697 

 ４ 返品調整引当金    660 577   509 

 ５ その他    2,261 2,113   2,242 

    流動負債合計    26,129 38.6 26,647 35.6   25,170 37.4

Ⅱ 固定負債          

 １ 長期借入金    1,423 680   1,317 

 ２ 繰延税金負債    6,300 10,158   6,852 

 ３ 退職給付引当金    1,347 639   642 

 ４ その他    855 774   809 

    固定負債合計    9,926 14.7 12,252 16.4   9,623 14.3

    負債合計    36,055 53.3 38,899 52.0   34,793 51.7

(少数株主持分)          

  少数株主持分    1,154 1.7 1,102 1.5   1,174 1.8

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    3,000 4.4 3,000 4.0   3,000 4.5

Ⅱ 資本剰余金    6,070 9.0 6,070 8.1   6,070 9.0

Ⅲ 利益剰余金    19,784 29.2 19,719 26.4   20,255 30.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    8,061 11.9 13,581 18.1   8,711 13.0

Ⅴ 為替換算調整勘定    △3,357 △5.0 △3,461 △4.6   △3,593 △5.4

Ⅵ 自己株式    △3,058 △4.5 △4,084 △5.5   △3,171 △4.7

   資本合計    30,500 45.0 34,826 46.5   31,272 46.5

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計    67,710 100.0 74,828 100.0   67,239 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     23,231 100.0  23,269 100.0   48,623 100.0

Ⅱ 売上原価     15,215 65.5  14,769 63.5   31,410 64.6

  売上総利益     8,016 34.5  8,499 36.5   17,212 35.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１   7,383 31.8  7,716 33.1   15,070 31.0

  営業利益     632 2.7  782 3.4   2,142 4.4

Ⅳ 営業外収益                

 １ 受取利息   42    40   93    

 ２ 受取配当金   136    153   176    

 ３ 連結調整勘定償却額   10    37   20    

  ４ 為替差益   ―    38   33    

 ５ その他の営業外収益   74 264 1.1 67 336 1.4 187 510 1.1

Ⅴ 営業外費用                

 １ 支払利息   122    126   248    

 ２ 投資事業組合 
   持分損失 

  ―    23   ―    

 ３ 売上割引   27    28   58    

 ４ 為替差損   11    0   13    

 ５ 備品等除却損   27    11   54    

 ６ その他の営業外費用   48 238 1.0 34 225 1.0 64 439 0.9

   経常利益     658 2.8  894 3.8   2,214 4.6

Ⅵ 特別利益                

 １ 固定資産売却益 ※２ 333    ―   333    

 ２ 投資有価証券売却益   ―    ―   198    

 ３ 貸倒引当金戻入額   0 334 1.5 6 6 0.0 16 548 1.1

Ⅶ 特別損失                

  １ 固定資産除却損 ※３ ―    77   ―    

 ２ 役員退職慰労金   ―    37   41    

 ３ 減損損失 ※４ ―    12   ―    

  ４  投資有価証券評価損   ―    ―   285    

 ５ 退職給付制度 
   移行損失 

  ―    ―   102    

 ６ その他の特別損失   ― ― ― 2 130 0.5 1 431 0.9

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益 

    993 4.3  770 3.3   2,330 4.8

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  479    522   1,080    

   法人税等調整額   15 495 2.1 61 584 2.5 262 1,342 2.7

      少数株主利益     ― ―  16 0.1   ― ―

   少数株主損失     35 0.1  ― ―   15 0.0

   中間(当期)純利益     533 2.3  170 0.7   1,003 2.1

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   6,048 6,070   6,048

Ⅱ 資本剰余金増加高     

  自己株式処分差益 21 21 ― ― 21 21

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  6,070 6,070   6,070

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   19,958 20,255   19,958

Ⅱ 利益剰余金増加高     

  中間(当期)純利益 533 533 170 170 1,003 1,003

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金 620 619 620 

 ２ 役員賞与 86 706 85 705 86 706

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  19,784 19,719   20,255

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益 

 993 770 2,330

   減価償却費  535 518 1,094

   退職給付引当金の増加額  9 ― ―

   退職給付引当金の減少額  ― △3 △15

   固定資産売却益  △333 ― △333

   受取利息及び受取配当金  △179 △193 △269

   支払利息  122 126 248

   売上債権の増加額  △20 △1,480 ―

   売上債権の減少額  ― ― 1,515

   たな卸資産の増加額  △664 △1,000 ―

   仕入債務の減少額  △265 ― △570

   仕入債務の増加額  ― 911 ―

   その他  79 △128 274

小計  277 △477 4,275

   利息及び配当金の受取額  179 193 269

   利息の支払額  △142 △127 △265

   法人税等の支払額  △788 △199 △1,713

   退職給付制度移行による 
支払額 

 ― ― △693

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

 △473 △611 1,873

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

   投資有価証券の売却による 
   収入 

 398 333 402

   投資有価証券の取得による 
   支出 

 △7 △7 △135

   有形固定資産の売却による 
   収入 

 378 17 409

   有形固定資産の取得による 
   支出 

 △640 △493 △1,137

   その他  △107 △143 25

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

 22 △294 △435



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

  短期借入金の純増加額  591 609 164

   長期借入れによる収入  60 ― 60

   長期借入金の 
   返済による支出 

 △633 △639 △733

   配当金の支払額  △620 △619 △620

   少数株主への 
   配当金の支払額 

 △6 △7 △6

   自己株式取得による支出  0 △912 △113

   その他  95 ― 95

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

 △513 △1,570 △1,153

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 113 31 30

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額 

 △851 △2,444 314

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 6,594 6,909 6,594

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 5,743 4,464 6,909

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 18社 

   主要な連結子会社の名称 

    三共生興ファッションサー

ビス㈱ 

    ㈱サン プロシード 

    ㈱ブティック サンプチ 

    SAN EAST UK PLC  

    DAKS SIMPSON GROUP PLC 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 18社 

   主要な連結子会社の名称 

    三共生興ファッションサー

ビス㈱ 

    ㈱サン プロシード 

    ㈱ブティック サンプチ 

    SAN EAST UK PLC  

    DAKS SIMPSON GROUP PLC 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 18社 

   連結子会社は「第１ 企業の

概況 ４ 関係会社の状況」に

記載しているため省略しており

ます。 

 (2) 非連結子会社数 １社 

   (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社１社の総資産、

売上高、中間純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等はいず

れも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。 

 (2) 非連結子会社数 １社 

   (連結の範囲から除いた理由) 

同左 

 (2) 非連結子会社数 １社 

   (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社１社の総資産、

売上高、当期純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等はいず

れも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしておりません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1)  非連結子会社１社 (DAKS 

SIMPSON(FAR EAST)LTD.)及び関

連会社１社(SAMSON(EXPORTS)LT 

D.)は、それぞれ中間純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法は適

用しておりません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1)  非連結子会社１社 (DAKS 

SIMPSON(FAR EAST)LTD.)及び関

連会社１社(SAMSON(EXPORTS)LT 

D.)は、それぞれ中間純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法は適

用しておりません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 非連結子会社１社及び関連会

社１社 (SAMSON(EXPORTS)LTD.)

は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法は適用し

ておりません。 

 (2) 他の会社等の議決権の20％以

上、50％以下を自己の計算にお

いて所有しているにもかかわら

ず関連会社としなかった当該他

の会社等の名称 

   ㈱プロテクト 

 (2) 他の会社等の議決権の20％以

上、50％以下を自己の計算にお

いて所有しているにもかかわら

ず関連会社としなかった当該他

の会社等の名称 

   ㈱プロテクト 

 (2) 他の会社等の議決権の20％以

上、50％以下を自己の計算にお

いて所有しているにもかかわら

ず関連会社としなかった当該他

の会社等の名称 

   ㈱プロテクト 

 (関連会社としなかった理由) 

  当社は、当該他の会社の議決権

の26.0％を所有しておりますが、

純投資としてであり、同社の運営

は同社の経営陣に全面的に任せ、

当社は経営には関与しない方針の

ため、関連会社としないものであ

ります。 

 (関連会社としなかった理由) 

  当社は、当該他の会社の議決権

の26.0％を所有しておりますが、

純投資を目的としたものであり、

同社の運営は同社の経営陣に全面

的に任せ、当社は経営には関与し

ない方針のため、関連会社としな

いものであります。 

 (関連会社としなかった理由) 

  当社は、当該他の会社の議決権

の26.0％を所有しておりますが、

純投資としてであり、同社の運営

は同社の経営陣に全面的に任せ、

当社は経営には関与しない方針の

ため、関連会社としないものであ

ります。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   イー・ステージ㈱    イー・ステージ㈱    イー・ステージ㈱ 

 (関連会社としなかった理由) 

  当社は、当該他の会社の議決権

の41.7％を所有しておりますが、

純投資としてであり、同社の運営

は同社の経営陣に全面的に任せ、

当社は経営には関与しない方針の

ため、関連会社としないものであ

ります。 

 (関連会社としなかった理由) 

  当社は、当該他の会社の議決権

の24.5％を所有しておりますが、

純投資を目的としたものであり、

同社の運営は同社の経営陣に全面

的に任せ、当社は経営には関与し

ない方針のため、関連会社としな

いものであります。 

 (関連会社としなかった理由) 

  当社は、当該他の会社の議決権

の36.0％を所有しておりますが、

純投資としてであり、同社の運営

は同社の経営陣に全面的に任せ、

当社は経営には関与しない方針の

ため、関連会社としないものであ

ります。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

   中間決算日が中間連結決算日

と異なる場合の内容等 

   ㈱ブティック サンプチの中

間決算日は８月31日であり、ま

た、その他６社の中間決算日に

ついては７月31日であります。

中間連結財務諸表の作成に当た

っては同日現在の中間財務諸表

を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行って

おります。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

   中間決算日が中間連結決算日

と異なる場合の内容等 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

   連結子会社のうち、三共生興

ファッションサービス㈱、勝山

衣料㈱、㈱サンファースト、㈱

サン プロシード、三共生興ホ

ームファッション㈱、三共生興

リビング㈱、㈱サン・レッツ、

三共生興不動産㈱、北陸三共生

興 ㈱、SANKYO  SEIKO  EUROPE 

S.A.、㈱横浜テキスタイル倶楽

部については決算日が連結決算

日と一致しております。 

   ㈱ブティック サンプチの決

算日は２月28日であり、また、

その他６社の決算日については

１月31日であります。連結財務

諸表の作成に当たっては同日現

在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整

を行っております。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

   ａ 満期保有目的の債券 

     償却原価法(定額法)によ

っております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

   ａ 満期保有目的の債券 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

同左 

   ｂ その他有価証券 

     時価のあるもの 

      中間決算期末日の市場

価格等に基づく時価法に

よっております。 

     (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しております。) 

   ｂ その他有価証券 

     時価のあるもの 

同左 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算期末日の市場価格

等に基づく時価法によっ

ております。 

     (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しております。) 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価

法を採用しております。 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価

法を採用しております。 

      なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類する

組合への出資(証券取引

法第２条第２項により有

価証券とみなされるも

の)については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り

込む方法によっておりま

す。 

     時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

    主として総平均法による低

価法によっておりますが、在

外連結子会社では一部先入先

出法による低価法及び売価還

元法による低価法を採用して

おります。 

  ② たな卸資産 

同左 

  ② たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

    親会社及び国内連結子会社

は定率法を採用し、在外連結

子会社は定額法を採用してお

ります。 

    ただし、親会社及び国内連

結子会社は平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附

属設備を除く)については、

定額法を採用しております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ② 少額減価償却資産 

    取得価額が10万円以上20万

円未満の資産については、３

年間で均等償却しておりま

す。 

  ② 少額減価償却資産 

同左 

  ② 少額減価償却資産 

同左 

  ③ 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 ただし、ソフトウエア(自

社利用分)については、社内

における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっており

ます。 

  ③ 無形固定資産 

同左 

  ③ 無形固定資産 

同左 

  ④ 長期前払費用 

    効果の及ぶ期間に応じて均

等償却する方法を採用してお

ります。 

  ④ 長期前払費用 

同左 

  ④ 長期前払費用 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、主として

一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

  ② 退職給付引当金 

    主として従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

    数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。 

  ② 退職給付引当金 

同左 

  ② 退職給付引当金 

    主として従業員の退職金の

支払に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基

づき、計上しております。 

    数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。 

    また、当社及び連結子会社

２社は、平成17年１月に退職

金制度のうち適格退職年金制

度について確定拠出年金制度

へ移行したため、移行時に退

職給付引当金を取り崩してお

ります。 

  ③ 返品調整引当金 

    販売した製品の返品による

損失に備えるため、売上高、

返品率等を勘案して計上して

おります。 

  ③ 返品調整引当金 

同左 

  ③ 返品調整引当金 

同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

   なお、在外連結子会社では、

当該国の会計処理基準に準拠

し、通常の売買取引に準じた会

計処理によっております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

    原則として繰延ヘッジ処理

によっております。なお、振

当処理の要件を満たしている

為替予約については振当処理

に、金利スワップについては

特例処理の要件を満たしてい

るため、特例処理によってお

ります。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ａ ヘッジ手段…為替予約取

引 

     ヘッジ対象…外貨建金銭

債権債務 

   ｂ ヘッジ手段…金利スワッ

プ 

     ヘッジ対象…借入金金利 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

    外貨建取引の為替相場の変

動リスクを回避する目的で為

替予約取引を行い、また、借

入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップを行

っております。 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ その他リスク管理方法のう

ちヘッジ会計に係るもの 

    実需取引の範囲内で行われ

る為替予約取引及び金利スワ

ップについて、各関係部門か

らの報告に基づき、本店本部

または管理部門において、残

高等を一括管理しておりま

す。 

  ④ その他リスク管理方法のう

ちヘッジ会計に係るもの 

同左 

  ④ その他リスク管理方法のう

ちヘッジ会計に係るもの 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  ① 税効果会計の適用 

    中間連結会計期間に係る法

人税、住民税及び事業税並び

に法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分

による圧縮記帳積立金の取崩

及び積立を前提として、当中

間連結会計期間に係る金額を

計算しております。 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  ① 税効果会計の適用 

    中間連結会計期間に係る法

人税、住民税及び事業税並び

に法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分

による圧縮記帳積立金の取崩

を前提として、当中間連結会

計期間に係る金額を計算して

おります。 

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  ② 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式を採用して

おります。 

  ② 消費税等の会計処理 

同左 

  ① 消費税等の会計処理 

同左 

  ③ 商標権の会計処理 

    在外連結子会社の商標権に

ついては、当該国の会計処理

基準に基づき、償却は実施し

ておりません。 

  ③ 商標権の会計処理 

同左 

  ② 商標権の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

てリスクを負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲に関する事項 

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動についてリ

スクを負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前中間純

利益は12百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

――― 



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結貸借対照表関係) 

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

 前中間連結会計期間において営業外費用の「その他の

営業外費用」に含めて表示しておりました「備品等除却

損」は、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、

当中間連結会計期間においては、区分掲記することとい

たしました。 

 なお、前中間連結会計期間において営業外費用の「そ

の他の営業外費用」に含まれる「備品等除却損」は17百

万円であります。 

(中間連結貸借対照表関係) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となり、「金融商品会計に関する実務指

針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月15日付

で改正されたことに伴い、当中間連結会計期間から投資

事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(証券

取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)

を「投資有価証券」として表示する方法に変更いたしま

した。 

 なお、当中間連結会計期間末の「投資有価証券」に含

まれる当該出資額は、226百万円であります。また、前

中間連結会計期間末の当該出資額262百万円は「投資そ

の他の資産」の「その他」に含めて表示しております。 

  

(中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「その他の

営業外収益」に含めて表示しておりました「為替差益」

は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当中

間連結会計期間においては、区分掲記することといたし

ました。 

 なお、前中間連結会計期間において営業外収益の「そ

の他の営業外収益」に含まれる「為替差益」は10百万円

であります。 

  

 前中間連結会計期間において営業外費用の「その他の

営業外費用」に含めて表示しておりました「投資事業組

合持分損失」は、営業外費用の総額の100分の10を超え

たため、当中間連結会計期間においては、区分掲記する

ことといたしました。 

 なお、前中間連結会計期間において営業外費用の「そ

の他の営業外費用」に含まれる「投資事業組合持分損

失」は12百万円であります。 

  

――― 



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益に与える

影響は軽微であります。 

(退職給付引当金) 

 当社及び国内連結子会社２社は、

確定拠出年金法の施行に伴い、平成

17年１月に退職金制度のうち適格退

職年金制度について確定拠出年金制

度ヘ移行し、「退職給付制度間の移

行等に関する会計処理」(企業会計

基準適用指針第１号）を適用してお

ります。 

 本移行に伴う影響額はありませ

ん。 

  

  

――― 

(退職給付引当金) 

 当社及び国内連結子会社２社は、

確定拠出年金法の施行に伴い、平成

17年１月に退職金制度のうち適格退

職年金制度について確定拠出年金制

度ヘ移行し、「退職給付制度間の移

行等に関する会計処理」(企業会計

基準適用指針第１号）を適用してお

ります。 

 本移行に伴う影響額は、特別損失

として102百万円計上されておりま

す。 

  

――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

10,591百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

10,915百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

10,709百万円 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額 

広告宣伝費 801百万円

従業員給料手当 1,393百万円

販売スタッフ 
費等 

1,965百万円

退職給付費用 211百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額 

広告宣伝費 859百万円

従業員給料手当 1,348百万円

販売スタッフ
費等 

1,877百万円

退職給付費用 206百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

広告宣伝費 1,740百万円

従業員給料手当 2,700百万円

販売スタッフ 
費等 

3,855百万円

退職給付費用 422百万円

  
※２ 固定資産売却益 333百万円

 土地売却益 333百万円

  
――― 

  
※２ 固定資産売却益 333百万円

土地売却益 333百万円

  
――― 

  
※３ 固定資産除却損 77百万円

 建物除却損 77百万円

――― 



  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― ※４ 減損損失 

   当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

について減損損失を計上してお

ります。 

   事業部門別を基本とし、販売

部門においては店舗を単位と

し、賃貸用資産及び遊休資産に

ついてはそれぞれの物件ごとに

グルーピングを行っておりま

す。 

   上記資産グループにつきまし

ては、今後の利用計画もなく、

地価も下落しておりますので、

減損損失を認識いたしました。 

   なお、当資産グループの回収

可能価額は、正味売却価額によ

り測定しており、現地の不動産

業者等から入手した実勢価額に

より評価しております。 

用途 種類 場所 
減損損失

(百万円)

遊休資産 土地 長野県 ７ 

遊休資産 土地 岐阜県 ３ 

遊休資産 土地 兵庫県他 １ 

計   12

――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

現金及び預金勘定 5,743百万円

現金及び現金同等物 5,743百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金勘定 4,464百万円

現金及び現金同等物 4,464百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

現金及び預金勘定 6,909百万円

現金及び現金同等物 6,909百万円



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  
    取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 4 1 3

有形 
固定資産 
(その他) 

192 117 75

無形 
固定資産 
(その他) 

438 320 118

合計 636 439 197

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  
    取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 4 1 2

有形 
固定資産 
(その他) 

212 140 71

無形 
固定資産 
(その他) 

204 79 124

合計 421 222 198

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
    取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物 4 1 3

有形
固定資産 
(その他) 

204 129 74

無形
固定資産 
(その他) 

191 88 102

合計 400 219 180

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 74百万円

１年超 122百万円

合計 197百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 65百万円

１年超 133百万円

合計 198百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 68百万円

１年超 112百万円

合計 180百万円

   未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

   未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

   未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 80百万円

減価償却費 
相当額 

80百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 43百万円

減価償却費
相当額 

43百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 120百万円

減価償却費
相当額 

120百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

      



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料(借主) 

１年内 419百万円

１年超 3,548百万円

合計 3,967百万円

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料(借主) 

１年内 416百万円

１年超 3,794百万円

合計 4,210百万円

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料(借主) 

１年内 386百万円

１年超 3,236百万円

合計 3,623百万円

３ オペレーティング・リース取引

未経過リース料(貸主) 

１年内 88百万円

１年超 302百万円

合計 390百万円

３ オペレーティング・リース取引

未経過リース料(貸主) 

１年内 85百万円

１年超 205百万円

合計 290百万円

３ オペレーティング・リース取引

未経過リース料(貸主) 

１年内 84百万円

１年超 245百万円

合計 330百万円



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 4,569 18,150 13,581

計 4,569 18,150 13,581

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

劣後債 100

優先出資証券 200

(2) その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 1,218

  
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 4,448 27,329 22,880

計 4,448 27,329 22,880

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

劣後債 100

優先出資証券 200

(2) その他有価証券 

非上場株式 930

投資事業有限責任組合及びそれに類する 
組合への出資 

226



Ⅲ 前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

当社グループは、「デリバティブ取引」について「金融商品に係る会計基準」によるヘッジ会計の適用及び

「外貨建取引等会計処理基準」による振当処理をしておりますので、記載事項はありません。 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

当社グループは、「デリバティブ取引」について「金融商品に係る会計基準」によるヘッジ会計の適用及び

「外貨建取引等会計処理基準」による振当処理をしておりますので、記載事項はありません。 

  

Ⅲ 前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

当社グループは、「デリバティブ取引」について「金融商品に係る会計基準」によるヘッジ会計の適用及び

「外貨建取引等会計処理基準」による振当処理をしておりますので、記載事項はありません。 

  

  
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 4,440 19,115 14,674

計 4,440 19,115 14,674

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

劣後債 100

優先出資証券 200

(2) その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 930

投資事業有限責任組合及びそれに類する
組合への出資 

250



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 取扱い商品及び役務の種類・性質、販売市場の類似性、損益集計区分及び関連事業等に照らし、事業区分を行っておりま

す。 

  
ファッション 
関連事業 
(百万円) 

繊維 
関連事業 
(百万円) 

生活
関連事業 
(百万円) 

不動産
賃貸事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

11,799 7,382 2,895 843 311 23,231 ― 23,231

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

182 325 52 340 744 1,645 (1,645) ―

計 11,981 7,707 2,948 1,183 1,055 24,876 (1,645) 23,231

営業費用 11,898 7,544 2,906 791 940 24,081 (1,482) 22,598

営業利益 82 163 42 392 115 795 (162) 632

  
ファッション 
関連事業 
(百万円) 

繊維 
関連事業 
(百万円) 

生活
関連事業 
(百万円) 

不動産
賃貸事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 11,975 7,176 2,933 834 348 23,269 ― 23,269

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 207 410 54 310 625 1,609 (1,609) ―

計 12,183 7,587 2,987 1,145 974 24,878 (1,609) 23,269

営業費用 11,999 7,411 2,903 727 883 23,925 (1,439) 22,486

営業利益 183 175 83 417 91 952 (169) 782

  
ファッション 
関連事業 
(百万円) 

繊維 
関連事業 
(百万円) 

生活
関連事業 
(百万円) 

不動産
賃貸事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 26,020 14,262 5,899 1,722 718 48,623 ― 48,623

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 367 632 126 791 1,403 3,320 (3,320) ―

計 26,388 14,895 6,026 2,513 2,121 51,944 (3,320) 48,623

営業費用 25,262 14,576 5,929 1,683 1,877 49,329 (2,848) 46,480

営業利益 1,125 318 96 829 244 2,614 (472) 2,142



２ 各セグメントの主な事業内容 

(1) ファッション関連事業……ファッション製品の企画、生産、販売及び海外ブランド商品の輸入販売及びライセンスビジ

ネス 

(2) 繊維関連事業………………テキスタイル等の生地の供給から製品の企画、販売に至るまでの繊維事業全般 

(3) 生活関連事業………………カーテン、カーペット等のインテリア商品、バス、トイレタリー、ベディング グッズ等の

リビング商品及び生活雑貨の生産及び販売 

(4) 不動産賃貸事業……………グループ会社所有不動産の賃貸業 

(5) その他の事業………………物流倉庫、情報処理、ビルメンテナンス、介護関連事業、飲食業、スポーツ施設経営他 

３ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は次のとおりであります。 

  

  

  
前中間連結 
会計期間 
(百万円) 

当中間連結
会計期間 
(百万円) 

前連結
会計年度 
(百万円) 

主な内容 

消去又は全社の項目に含め
た配賦不能営業費用の金額 

374 332 770
提出会社の本社管理部門に係る費
用であります。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分方法 

   地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   欧州…英国他 

３ 台北支店及び香港支店については、金額が僅少のため、日本に含めて表示しております。 

  

  
日本 
(百万円) 

欧州
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 45,928 2,695 48,623 ― 48,623

(2) セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

185 1,582 1,768 (1,768) ―

計 46,113 4,277 50,391 (1,768) 48,623

営業費用 43,755 4,494 48,249 (1,768) 46,480

営業利益 2,358 △216 2,142 ― 2,142



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分方法 

   地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧州………………英国他 

(2) その他の地域……中国、台湾、韓国、米国他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分方法 

   地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧州………………英国他 

(2) アジア……………中国（香港）、台湾、韓国他 

(3) その他の地域……米国他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４ 当中間連結会計期間において、アジアにおける海外売上高が10％を超えたため、区別して記載することといたしました。

なお、前中間連結会計期間のアジアにおける海外売上高は2,153（9.3％）であります。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分方法 

   地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 欧州………………英国他 

(2) その他の地域……中国、台湾、韓国、米国他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 768 2,218 2,986

Ⅱ 連結売上高(百万円) 23,231

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

3.3 9.6 12.9

  欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 856 2,402 51 3,310 

Ⅱ 連結売上高(百万円)  23,269 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

3.7 10.3 0.2 14.2 

  欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,855 4,685 6,540

Ⅱ 連結売上高(百万円) 48,623

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

3.8 9.7 13.5



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 611円83銭 １株当たり純資産額 723円52銭 １株当たり純資産額 628円72銭

１株当たり 
中間純利益 

10円71銭
１株当たり 
中間純利益 

3円46銭
１株当たり
当期純利益 

18円39銭

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。 

 なお、連結ベースの潜在株式調整

後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載してお

りません。 

  
前中間連結会計期間
(自平成16年４月１日 
至平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益  

中間(当期)純利益(百万円) 533 170 1,003

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円) 

533 170 914

普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳(百万円) 

 

 利益処分による役員賞与 ― ― 89

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

― ― 89

普通株式の期中平均株式数(千株) 49,790 49,259 49,736



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   3,303   2,344 4,151   

２ 受取手形   1,917   1,439 1,428   

３ 売掛金   7,380   7,523 6,270   

４ たな卸資産   1,117   1,284 945   

５ 短期貸付金   647   887 787   

６ その他   344   212 667   

 貸倒引当金   △19   △3 △3   

流動資産合計    14,692 25.8 13,688 21.1   14,247 24.8

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物   10,161   9,742 10,054   

(2) その他   2,232   2,537 2,425   

有形固定資産合計   12,394   12,279 12,480   

２ 無形固定資産   33   125 31   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   19,614   28,701 20,531   

(2) 関係会社株式   9,452   9,497 9,452   

(3) その他   1,690   1,458 1,469   

 貸倒引当金   △860   △852 △852   

投資その他の資産 
合計   29,897   38,805 30,601   

固定資産合計    42,326 74.2 51,211 78.9   43,112 75.2

資産合計    57,018 100.0 64,899 100.0   57,359 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   964   1,038 1,198   

２ 買掛金   5,896   5,919 4,944   

３ 短期借入金   7,950   8,021 7,889   

４ １年以内返済 
  長期借入金   570   580 570   

５ 未払法人税等   221   277 144   

６ その他   807   609 824   

流動負債合計    16,410 28.8 16,445 25.3   15,570 27.2

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金   580   ― 580   

２ 繰延税金負債   6,076   9,937 6,630   

３ 退職給付引当金   971   360 371   

４ 長期預り金   766   732 758   

５ その他   ―   36 39   

固定負債合計    8,394 14.7 11,067 17.1   8,380 14.6

負債合計    24,804 43.5 27,512 42.4   23,951 41.8

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    3,000 5.3 3,000 4.6   3,000 5.2

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金   6,044   6,044 6,044   

その他資本剰余金   25   25 25   

資本剰余金合計    6,070 10.7 6,070 9.4   6,070 10.6

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   750   750 750   

２ 任意積立金   15,718   16,309 15,718   

３ 中間(当期) 
未処分利益   1,671   1,767 2,331   

利益剰余金合計    18,139 31.8 18,826 29.0   18,799 32.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    8,062 14.1 13,573 20.9   8,709 15.2

Ⅴ 自己株式    △3,058 △5.4 △4,084 △6.3   △3,171 △5.6

資本合計    32,214 56.5 37,386 57.6   33,408 58.2

負債・資本合計    57,018 100.0 64,899 100.0   57,359 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    15,241 100.0 15,403 100.0   31,275 100.0

Ⅱ 売上原価    12,745 83.6 12,782 83.0   25,597 81.8

売上総利益    2,495 16.4 2,621 17.0   5,678 18.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    1,747 11.5 1,688 10.9   3,726 12.0

営業利益    747 4.9 933 6.1   1,952 6.2

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   15   19 31   

２ 受取配当金   187   213 226   

３ その他の営業外収益   60 263 1.7 72 305 2.0 133 391 1.3

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   52   46 105   

２ 投資事業組合持分 
損失   ―   23 24   

３ 賃貸ビル立退費用   ―   11 ―   

４ その他の営業外費用 ※１ 48 101 0.6 23 105 0.7 58 189 0.6

経常利益    909 6.0 1,132 7.4   2,154 6.9

Ⅵ 特別利益 ※２  333 2.2 ― ―   555 1.8

Ⅶ 特別損失 ※３  ― ― 93 0.6   335 1.1

税引前中間(当期) 
純利益    1,243 8.2 1,038 6.8   2,374 7.6

法人税、住民税 
及び事業税   308   316 721   

法人税等調整額   158 466 3.1 25 341 2.3 216 937 3.0

中間(当期)純利益    776 5.1 697 4.5   1,436 4.6

前期繰越利益    895 1,069   895 

中間(当期)未処分 
利益    1,671 1,767   2,331 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 満期保有目的の債券 

    償却原価法(定額法)によっ

ております。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 満期保有目的の債券 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 満期保有目的の債券 

同左 

 ② 子会社株式 

    移動平均法による原価法に

よっております。 

 ② 子会社株式 

同左 

 ② 子会社株式 

同左 

  ③ その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算期末日の市場価

格等に基づく時価法によっ

ております。 

    (評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ております。) 

  ③ その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

  ③ その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等

に基づく時価法によってお

ります。 

    (評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ております。) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法

によっております。 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法

を採用しております。 

     なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資(証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの)について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。 

    時価のないもの 

同左 

(2) たな卸資産 

 ① 評価基準 

    低価法によっております。 

  ② 評価方法 

    総平均法を採用しておりま 

   す。 

(2) たな卸資産 

 ① 評価基準 

同左 

  ② 評価方法 

同左 

(2) たな卸資産 

 ① 評価基準 

同左 

  ② 評価方法 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっております。 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法に

よっております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 少額減価償却資産 

   取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年間

で均等償却する方法を採用して

おります。 

 (2) 少額減価償却資産 

同左 

 (2) 少額減価償却資産 

同左 

 (3) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

   ただし、ソフトウエア(自社

利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。 

 (3) 無形固定資産 

同左 

 (3) 無形固定資産 

同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (4) 長期前払費用 

   効果の及ぶ期間に応じて均等

償却する方法によっておりま

す。 

 (4) 長期前払費用 

同左 

 (4) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等の特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職金の支払に備え

るため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職金の支払に備え

るため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職金の支払に備え

るため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、計上しております。 

   数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。 

   また、当社は、平成17年１月

に退職金制度のうち適格退職年

金制度について確定拠出年金制

度へ移行したため、移行時に退

職給付引当金を取り崩しており

ます。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   外貨建金銭債権債務等につい

ては、振当処理を行っておりま

す。 

   また、中間期末における予定

取引をヘッジ対象とする為替予

約については、繰延ヘッジ処理

をしております。 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   外貨建金銭債権債務等につい

ては、振当処理を行っておりま

す。 

   また、期末における予定取引

をヘッジ対象とする為替予約に

ついては、繰延ヘッジ処理をし

ております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

   為替予約 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

同左 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

同左 

  ・ヘッジ対象 

   外貨建金銭債権債務 

  ・ヘッジ対象 

同左 

  ・ヘッジ対象 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (3) ヘッジ方針 

   外貨建取引の為替相場の変動

リスクを回避する目的で為替予

約取引を行っております。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの 

   実需取引の範囲内で行われる

為替予約取引について、各営業

部門(各カンパニー)からの報告

に基づき、本店本部において為

替予約残高及び成約残高を一括

管理しております。 

 (4) その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの 

同左 

 (4) その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 税効果会計の適用 

   中間会計期間に係る法人税、

住民税及び事業税並びに法人税

等調整額は、当期において予定

している利益処分による圧縮記

帳積立金の取崩及び積立を前提

として、当中間会計期間に係る

金額を計算しております。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 (1) 税効果会計の適用 

   中間会計期間に係る法人税、

住民税及び事業税並びに法人税

等調整額は、当期において予定

している利益処分による圧縮記

帳積立金の取崩を前提として、

当中間会計期間に係る金額を計

算しております。 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  

 (2) 消費税等の会計処理の方法 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式を採用しており

ます。 

   なお、売上等に係る「仮受消

費税等」と、仕入等に係る「仮

払消費税等」とは相殺し、その

差額は、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

 (2) 消費税等の会計処理の方法 

同左 

 (1) 消費税等の会計処理の方法 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式を採用しており

ます。 

  



  
会計処理の変更 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純利益は12百

万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

――― 



表示方法の変更 

  

   

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間貸借対照表関係) 

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（中間損益計算書関係） 

――― 

 (中間貸借対照表関係) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となり、「金融商品会計に関する実務指

針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月15日付

で改正されたことに伴い、当中間会計期間から投資事業

有限責任組合及びそれに類する組合への出資(証券取引

法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)を

「投資有価証券」として表示する方法に変更いたしまし

た。 

 なお、当中間会計期間末の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資額は、226百万円であります。また、前中間

会計期間末の当該出資額262百万円は「投資その他の資

産」の「その他」に含めて表示しております。 

  

 (中間損益計算書関係) 

 前中間会計期間において営業外費用の「その他の営業

外費用」に含めて表示しておりました「投資事業組合持

分損失」は、重要性が増したため、当中間会計期間にお

いては、区分掲記することといたしました。 

 なお、前中間会計期間において営業外費用の「その他

の営業外費用」に含まれる「投資事業組合持分損失」は

12百万円であります。 



追加情報 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益に与える影響は

軽微であります。 

(退職給付引当金) 

当社は、確定拠出年金法の施行に

伴い、平成17年１月に退職金制度の

うち適格退職年金制度について確定

拠出年金制度ヘ移行し、「退職給付

制度間の移行等に関する会計処理」

(企業会計基準適用指針第１号)を適

用しております。 

 本移行に伴う影響額はありませ

ん。 

  

  

――― 

(退職給付引当金) 

当社は、確定拠出年金法の施行に

伴い、平成17年１月に退職金制度の

うち適格退職年金制度について確定

拠出年金制度ヘ移行し、「退職給付

制度間の移行等に関する会計処理」

(企業会計基準適用指針第１号)を適

用しております。 

 本移行に伴う影響額は、特別損失

として50百万円計上されておりま

す。 

  

――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

7,801百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

8,143百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

8,068百万円 

    

 ２ 偶発債務 

   下記の関係会社の金融機関借

入金等について保証を行ってお

ります。 

(保証債務)  

SAN EAST UK PLC 4,955百万円

㈱横浜テキスタイル 
倶楽部 

910百万円

SANKYO SEIKO  
EUROPE S.A. 

17百万円

計 5,882百万円

 ２ 偶発債務 

   下記の関係会社の金融機関借

入金等について保証を行ってお

ります。 

(保証債務)  

SAN EAST UK PLC 4,955百万円

㈱横浜テキスタイル
倶楽部 

795百万円

SANKYO SEIKO 
EUROPE S.A. 

15百万円

㈱ブティック 
サンプチ 

495百万円

計 6,260百万円

 ２ 偶発債務 

   下記の関係会社の金融機関借

入金等について保証を行ってお

ります。 

(保証債務)  

SAN EAST UK PLC 4,955百万円

㈱横浜テキスタイル 
倶楽部 

852百万円

SANKYO SEIKO 
EUROPE S.A. 

12百万円

㈱ブティック 
サンプチ 

500百万円

計 6,319百万円

      

(手形保証)  

㈱サン プロシード 1,579百万円

三共生興リビング㈱ 507百万円

三共生興ホーム 
ファッション㈱ 

232百万円

㈱サン・レッツ 42百万円

計 2,361百万円

(手形保証)  

㈱サン プロシード 1,758百万円

三共生興リビング㈱ 583百万円

三共生興ホーム
ファッション㈱ 

217百万円

計 2,558百万円

(手形保証)  

㈱サン プロシード 1,568百万円

三共生興リビング㈱ 633百万円

三共生興ホーム
ファッション㈱ 

170百万円

計 2,372百万円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― ――― ※１ その他の営業外費用の 

主なもの 

売上割引 20百万円

店舗等除却損 20百万円

    

※２ 特別利益の主なもの 

土地売却益 333百万円

――― ※２ 特別利益の主なもの 

投資有価証券
売却益 

198百万円

土地売却益 333百万円

    

――― ※３ 特別損失の主なもの 

    当中間会計期間において、

当社は以下の資産について減

損損失を計上しております。 

    事業部門別を基本とし、賃

貸用資産及び遊休資産につい

てはそれぞれの物件ごとにグ

ルーピングを行っておりま

す。 

    上記資産グループにつきま

しては、今後の利用計画もな

く、地価も下落しております

ので、減損損失を認識いたし

ました。 

    なお、当資産グループの回

収可能価額は、正味売却価額

により測定しており、現地の

不動産業者等から入手した実

勢価額により評価しておりま

す。 

建物除却損 75百万円

減損損失 12百万円

用途 種類 場所 
減損損失

(百万円)

遊休資産 土地 長野県 ７ 

遊休資産 土地 岐阜県 ３ 

遊休資産 土地 兵庫県他 １ 

計   12

※３ 特別損失の主なもの 

投資有価証券 
評価損 

285百万円

    

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 293百万円

無形固定資産 2百万円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 293百万円

無形固定資産 7百万円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 597百万円

無形固定資産 4百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  
    取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物 4 1 3

有形 
固定資産 
(その他) 

28 9 18

無形 
固定資産 41 25 15

合計 74 36 37

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  
    取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

建物 4 1 2

有形 
固定資産 
(その他) 

37 14 22

無形 
固定資産 22 12 9

合計 64 29 35

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
    取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物 4 1 3

有形
固定資産 
(その他) 

36 10 26

無形
固定資産 22 10 12

合計 64 22 42

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 13百万円

１年超 24百万円

合計 37百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 12百万円

１年超 22百万円

合計 35百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 14百万円

１年超 28百万円

合計 42百万円

   未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

   未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

   未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 20百万円

減価償却費 
相当額 

20百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 7百万円

減価償却費
相当額 

7百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 28百万円

減価償却費
相当額 

28百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料(借主) 

１年内 8百万円

１年超 5百万円

合計 14百万円

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料(借主) 

１年内 5百万円

１年超 ―百万円

合計 5百万円

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料(借主) 

１年内 9百万円

１年超 0百万円

合計 9百万円



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

   子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

Ⅱ 当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

   子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

Ⅲ 前事業年度末(平成17年３月31日) 

   子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第68期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
近畿財務局長に提出。 

            
(2) 自己株券買付状況報告書     平成17年４月５日 

平成17年５月９日 
平成17年６月７日 
平成17年７月６日 
平成17年９月７日 
平成17年10月７日 
平成17年11月10日 
平成17年12月５日 
近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月20日

三共生興株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三共生

興株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、三共生興株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  永  原  新  三  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  豊  原  弘  行  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

三共生興株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三共生

興株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、三共生興株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  永  原  新  三  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  豊  原  弘  行  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井  上  正  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月20日

三共生興株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三共生

興株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第68期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、三共生興株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  永  原  新  三  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  豊  原  弘  行  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月15日

三共生興株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三共生

興株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第69期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、三共生興株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  永  原  新  三  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  豊  原  弘  行  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井  上  正  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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